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要  旨

クルーズ船の大型化や，手軽に安価に楽しめるクルーズの近年の急激な普及，地方創生の機運が高

まるなか，地方の港湾などへのクルーズ船の寄港には大きな効果が期待され，クルーズ船寄港への対

応が急務となっている．今後の受入環境の検討には，クルーズの寄港回数や旅客数といった基本とな

るデータの蓄積・分析や，クルーズ船寄港により地域にもたらされる経済効果の把握が必要となる． 

そこで本分析では，今後の受入環境の検討に資することを目的とし，我が国へのクルーズ船の寄港

実績の整理ならびに訪日クルーズ旅客数の整理を行い，クルーズ船の寄港回数や訪日クルーズ旅客数

の動向について，季節変動の分析や起点国・地域を推定したうえでの分析等を行うほか，クルーズ船

寄港に伴う経済効果について試算を行った． 

その結果，2015年，2016年，2017年の3ヶ年において，港湾別寄港回数の偏りや全国の季節変動が

解消される方向に向かっていることをジニ係数を用いて定量的に分析できた．また2017年においては，

中国起点クルーズのうち韓国に寄港してから日本に入国する割合が激減し，中国から直接日本に入国

する割合が増加していることを示し，中国政府が国内主要旅行業者に対して韓国への観光客送出禁止

を通達したことによる影響と考えられると分析したほか，海外起点クルーズの起点国・地域別入国者

数や消席率等についても定量的に示すことができた．さらに海外起点クルーズの寄港による2017年の

年間の経済効果について，寄港実績や寄港港数による消費の違いを考慮し，想定を置いた上で，約

2,159億円と試算した． 

キーワード：クルーズ寄港数，クルーズ旅客，経済効果
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Synopsis 

 

 

In recent years, cruise ships have become larger and larger and the number of affordable cruises has 

increased rapidly. The economic impacts of visits by cruise ships on local economies are expected to soar. 

In order to plan the development of related facilities, it is necessary to accumulate and analyze basic data 

such as the numbers of both cruise ships visiting a port and their passengers. 

This analysis, which aims to contribute to the future planning of required related facilities, grasped and 

analyzed trends in cruise ships and cruise passengers visiting to Japan, and to estimate the economic impact 

of these ships and their passengers. 

The results have revealed that, according to the Gini coefficient, the fluctuations of calling cruise ships 

by season and by port were reduced from 2015 to 2017. Furthermore, in 2017, the percentage of all those 

cruises originating in China which visited Korea, then directly cruised to Japan decreased sharply and the 

percentage which cruised directly to Japan increased, and the analysis showed that this was the impact of a 

notification issued by the Government of China to major Chinese travel agencies prohibiting visits to Korea 

by Chinese sightseers. It also quantitatively indicated the number of visitors by origin countries / regions of 

cruises, and the load factors of cruise ships from overseas. 

 Furthermore, the annual economic impact by ships and passengers from overseas are estimated to be 

215.9 billion yen in 2017. 
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1．はじめに 

 

我が国へのクルーズ船の寄港は急増しており，2017年

の訪日クルーズ旅客数は2016年比27.0%増の約252.9万人

と過去最高を記録した1)．クルーズ船の大型化や，カジュ

アルクルーズと呼ばれる手軽に安価に楽しめるクルーズ

の近年の急激な普及のほか，地方創生の機運が高まるな

か，地方の港湾などへのクルーズ船の寄港には大きな効

果が期待され，クルーズ船寄港への対応が急務となって

いる．これらのクルーズ船の入出港をよりスムーズに行

えるような岸壁や水域施設などのハード整備のほか，CI

Q手続きの迅速化等といったソフト整備への対応も必要

とされているところであり，今後の受入環境の検討には，

クルーズの寄港回数や旅客数といった基本となるデータ

の蓄積・分析や，クルーズ船寄港により地域にもたらさ

れる経済効果の把握が必要となる． 

我が国のクルーズ等の動向を把握した統計データにつ

いては，1986年以来とりまとめられているが，2014年分

までは日本人乗客数や日本発着の外航クルーズを利用し

た外国人乗客数についてはとりまとめられている2)もの

の，クルーズ船で我が国に来訪する外国人乗客数につい

ては対象外であった．その後，2015年分からは我が国へ

クルーズ船により入国した外国人旅客数もとりまとめ，

公表している3)．このようにクルーズに関する基本的な

情報である乗降客数に関わるデータは，外国人旅客数も

含めると近年蓄積され始めたばかりであり，近年外国人

クルーズ旅客が急増するなかでその分析が十分でない． 

我が国に寄港するクルーズの需要動向に関する研究と

しては，次のようにいくつかの例がある．藤生ら4)は200

3年～2010年における外航クルーズ客船の寄港回数や地

方別寄港回数の推移について分析し，特定の港への寄港

が集中していることを指摘している．松田ら5)は2012年

～2015年における我が国へのクルーズ寄港回数を整理し，

横浜，長崎，博多，神戸への寄港が多いことを分析して

いる．さらに水野6)は外国船社のクルーズ客船寄港数上

位20港について，外国船社の占める寄港数割合を用いて

クラスター分析により，地域と外国船社割合により港湾

の分類を行っている．しかしながら先述のように，我が

国における乗降客数に関わるデータは，外国人旅客数も

含めると近年蓄積され始めたばかりであることから，ク

ルーズ船ごとの旅客に関する分析など，我が国全体のク

ルーズ寄港実績と旅客についての網羅的な分析は行われ

ていない． 

また，我が国のクルーズ船寄港の経済効果に関する研

究としては，次のようにいくつかの例がある．田口ら7)は

既往アンケート調査等の消費額等も用いつつ，大阪港へ

の不定期クルーズ客船誘致ならびに，年間を通じて大阪

港を母港としたクルーズが毎週就航する場合や中国を母

港としたクルーズが毎週大阪港に寄港する場合の経済波

及効果をそれぞれ推定している.その結果，後者の方が経

済波及効果が大きく，後者のうちでも特に大阪港を母港

としたクルーズ誘致は寄港クルーズ誘致に比べて約10倍

の効果があることを示している．高田ら8)は2009年～201

0年に神戸港，室蘭港，那覇港においてアンケート調査を

実施し，その結果をもとにクルーズ乗船者の消費に伴う

各船の経済波及効果を推計し，寄港地とその後背圏に乗

船者1人あたり1万～6万円程度の経済効果が及んでいる

ことを示している．また杉尾ら9)は既存のアンケート調

査結果をもとにボイジャー・オブ・ザ・シーズをモデル

として寄港1回あたりの経済波及効果算定を行い，飛鳥Ⅱ

の寄港１回当りの経済波及効果と比較することで，大型

外航クルーズ船の寄港1回当たりの経済波及効果は国内

クルーズ船と比較して最大で約７倍の経済効果が期待で

きることを示している．大西ら10)は，金沢港からの乗船

者と境港，舞鶴，釜山，博多にて乗下船する一時上陸者

を対象にアンケート調査を実施し，両者の金沢市内にお

ける消費額の違いを明らかにした上で，両者の乗客割合

も考慮して寄港による経済波及効果を推計し，さらに先

述の消費額がその他のクルーズ船における乗客による総

消費額においても等しくなると仮定した上で我が国への

クルーズ船の寄港回数を掛け合わせた我が国におけるク

ルーズ船の寄港による総消費の概算を行っている． 

そのほか，各港湾管理者が独自に推計している例は多

くある．例えば横浜市港湾局11)は横浜港の経済効果とし

て，客船1隻あたりの経済効果として日本客船5万GTクラ

スの世界一周クルーズの場合は約2億4,600万円，日本客

船5万GTクラスの国内クルーズの場合は約6,200万円，外

国客船11万GTクラスのアジアクルーズの場合は約1億2,0

00万円と推計している．また八代港12)は既存資料に基づ

き熊本県が独自に試算した八代港に寄港するクルーズ旅

客が熊本県内に及ぼす買い物等に費やす単価約1万1,500

円/人を用い，クァンタム・オブ・ザ・シーズ級のクルー

ズ船1寄港あたりの経済波及効果を約1億500万円と見込

んでいる．内閣府沖縄総合事務局13)は那覇港に寄港した

クァンタム・オブ・ザ・シーズの旅客に対して行ったア

ンケート調査より，旅客1人あたりの消費額は1～2万円が

最も多く，平均すると約13.8万円/人であることを把握し，

1人あたり平均消費額に実績旅客数4,605人をかけること

により，1寄港あたりの旅客の消費金額の直接効果は約6.

35億円/回と推計している．これらも含め，個別の港湾に



我が国に寄港するクルーズの需要動向とその効果に関する分析／佐々木友子・赤倉康寛・杉田徹 

 
 

- 2 - 

おける経済波及効果の算出事例は非常に多く存在するも

のの，海外起点クルーズについて，寄港実績も考慮した

我が国全体の経済波及効果についての算出例は見られな

い． 

そこで本分析では，今後の受入環境の検討に資するこ

とを目的とし，我が国へのクルーズ船の寄港実績の整理

ならびに訪日クルーズ旅客数の整理を行い，クルーズ船

の寄港回数や訪日クルーズ旅客数の動向について，起点

国・地域を推定したうえでの分析や寄港回数の偏り等の

分析等を行うほか，寄港実績を考慮したクルーズ船寄港

に伴う我が国全体の経済効果について試算を行う．本分

析のフローを図-1に示す． 

なお本分析で使用するデータは，基本的には，国土交

通省港湾局より発表された2015年，2016年，2017年の訪

日クルーズ旅客数とクルーズ船の寄港回数（例えば文献

1)）の元データである．当該寄港回数データ(以下「寄港

回数データ(2015－2017)」とする)は国土交通省港湾局が

全国の港湾管理者へ調査を実施し，各地方整備局が収集

した情報を国土技術政策総合研究所にて整理したもので

あり，当該訪日クルーズ旅客数データ(以下「入国者数デ

ータ(2015－2017)」とする)は，寄港回数データ(2015－

2017)をもとに海外から入国したクルーズ船による入国

者数について法務省入国管理局へデータ提供依頼を行い，

国土交通省港湾局が収集したものである． 

 

     

図-1 本分析のフロー 

 

2．我が国におけるクルーズの需要動向 

 

2.1 我が国に寄港するクルーズの寄港回数に関する分

析 

本節では，我が国に寄港するクルーズの寄港回数に関

する分析を行う． 

まず我が国へのクルーズの寄港回数の概観を述べる．

図-2は我が国港湾へのクルーズ船の外国船社・日本船社

別寄港回数1)14)の推移を示したものである．寄港回数合計

でみると，2010年までは徐々に寄港回数を増やしてきた

ものの，東日本大震災が発生した2011年には寄港回数が

減少している．その後，2013年は前年より減少したもの

の1千回超を維持し，近年は大幅な増加を続け，2017年に

は2,764回の寄港を記録している．また，外国船社・日本

船社別にみると，日本船社は2016年までは概ね500回～6

00回強で推移しているが，2017年は751回と大きく伸びて

いる．外国船社は2010年までは増加傾向であったものの，

東日本大震災が発生した2011年には寄港回数が減少し，

その後，2013年は前年より減少したものの近年は大幅な

増加を続け，2017年には2千回を突破し，2,013回の寄港

を記録している． 

さらに図-3は，我が国港湾へ寄港したクルーズ船の外

国船社・日本船社別の寄港回数1)14)の割合を示したもので

ある．2010年までは外国船社の割合が4割以下程度であっ

たが，東日本大震災が発生した2011年には外国船社の割

合が約22%と大幅に減少した．その後再度4割程度まで回

復し，2014年には外国船社が半数を超えた．2015年には

約66%，2016年には約72%，2017年には約73%と，近年は外

国船社が7割前後といった水準である．なお，本稿で示す

図においては，四捨五入により合計が100%とならない場

合がある． 

 

   

図-2 我が国港湾へ寄港したクルーズ船の外国船社・日

本船社別寄港回数 
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以降は，寄港回数データ(2015－2017)を用いた分析を

行う．なお寄港回数計上の対象となっているクルーズ船

は外航クルーズ・内航クルーズの双方であり，船内で１

泊以上するもので，日帰りクルーズは対象外である．ま

た，沖に停泊して乗客が通船で上陸した場合も含まれる． 

(1)港湾別や地域別寄港回数の動向 

本項では寄港回数データ(2015－2017)を用い，港湾別

や地域別寄港回数の動向について分析を行う． 

図-4は2017年の寄港回数が上位10位であった港湾につ

いて，2015年，2016年，2017年の寄港回数の推移を示し

たものである．博多港は2015年に259回，2016年に328回，

2017年に326回と，2016年から2017年にかけて微減したも

のの，3ヶ年とも最多の寄港回数である．それ以外の港湾

では2015年から2017年にかけて概ね増加している． 

図-5～図-7は2015年，2016年，2017年の我が国へのク

ルーズ船寄港の港湾別比率を示したものである．3ヶ年と

も博多港がトップの比率であり，比率は徐々に減少して

いるものの，1割以上を占めている．次いで長崎が多く，

3位は2015年は横浜港であったが，2016年には那覇港が逆

転し，2017年も同様である．また「その他」で示した11

位以下の港湾の比率は徐々に増加している． 

 

 

図-3 我が国港湾へ寄港したクルーズ船の 

外国船社・日本船社別寄港回数割合 

 

 

図-4 港湾別クルーズ船寄港回数推移 

図-8は港湾所在地域ブロック(地域ブロックの内訳は

付録-A 表-A.1参照)別の2015年，2016年，2017年の寄港

回数の推移を示したものである．全ての地域において20

15年から2017年にかけて寄港回数が増加している． 

 

 

図-5 我が国へのクルーズ船寄港の港湾別比率(2015年) 

 

 

図-6 我が国へのクルーズ船寄港の港湾別比率(2016年) 

 

 

図-7 我が国へのクルーズ船寄港の港湾別比率(2017年) 

 

 

 
図-8 港湾所在地域ブロック別クルーズ船寄港回数推移 
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図-9～図-11は2015年，2016年，2017年の我が国へのク

ルーズ船寄港の地域別比率を示したものである．3ヶ年と

も九州が4割程度を占めており，沖縄と合わせた九州以西

で半数以上を占める． 

図-12～図-22は，我が国ならびに各地域へのクルーズ

船寄港回数推移を年月別に示したものである．全国でみ

ると概ね5月，8月，10月に寄港回数が多く，冬季には寄

港が減少する傾向である．地域別にみると，北に位置す

る地域では冬季においては寄港が0になり，北海道・北陸

は11月～2月，東北では12月～1月において，3ヶ年とも寄

港回数が0であった． 

 

 

図-9 我が国へのクルーズ船寄港の地域別比率 

(2015年) 

 

 

図-10 我が国へのクルーズ船寄港の地域別比率 

(2016年) 

 

  

図-11 我が国へのクルーズ船寄港の地域別比率 

(2017年) 

 

 

図-12 年月別我が国へのクルーズ船寄港回数推移 

 

 

図-13 年月別北海道地域へのクルーズ船寄港回数推移 

 

 

図-14 年月別東北地域へのクルーズ船寄港回数推移 

 

 

図-15 年月別関東地域へのクルーズ船寄港回数推移 
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図-16 年月別北陸地域へのクルーズ船寄港回数推移 

 

  

図-17 年月別中部地域へのクルーズ船寄港回数推移 

 

 

図-18 年月別近畿地域へのクルーズ船寄港回数推移 

 

 

図-19 年月別中国地域へのクルーズ船寄港回数推移 

 

 

図-20 年月別四国地域へのクルーズ船寄港回数推移 

 

 

図-21 年月別九州地域へのクルーズ船寄港回数推移 

 

 

図-22 年月別沖縄地域へのクルーズ船寄港回数推移 

 

(2)外国船社・日本船社別寄港回数の動向分析 

本項では寄港回数データ(2015－2017)を用い，外国船

社・日本船社別寄港回数の動向について分析を行う． 

図-23～図-25は2015年，2016年，2017年の地域別外国

船社・日本船社寄港回数比率を示したものである．なお

左端には全国値を記載しており，この値は図-3の2015年，

2016年，2017年の値と一致する．外国船社の割合が高い

のは九州，沖縄であり，沖縄は日本船社の割合が約1割以

下である．3ヶ年とも概ね外国船社と日本船社の割合が同

程度であるのは北海道，近畿である．3ヶ年とも概ね日本

船社の割合が高いのは東北，関東，中部である．2015,2016

年と2017年で傾向が大きく変化しているのは北陸であり， 
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図-23 地域別外国船社・日本船社寄港回数比率(2015年) 

 

 

図-24 地域別外国船社・日本船社寄港回数比率(2016年) 

 

 

図-25 地域別外国船社・日本船社寄港回数比率(2017年)  
 
2015年，2016年は日本船社の割合がやや多かったが，2017

年は外国船社が約7割に増加している．これは2016年から

コスタクルーズによる日本発着クルーズが運航15)されて

おり，2016年は当該クルーズが10回寄港，2017年は当該

クルーズの寄港数が32回と大幅に増加したためである． 

図-26は，我が国への外国船社クルーズ船寄港回数推移

を年月別に示したものである．5月が最も多く，冬季には

寄港が減少する傾向であり，2015年，2016年，2017年の

3ヶ年において概ね同様の傾向である．また図-27は，我

が国への日本船社クルーズ船寄港回数推移を年月別に示

したものである．寄港が多い時期は2015年は8月～10月で

あり，2016年はその時期が4月～10月に広がるものの，11

月や12月は減少している．しかしながら2017年は11月，

12月期の減少がほとんど無く，2017年10月よりせとうち

クルーズによる旅客船「ガンツウ」の運航が始まった16)  

 
図-26 年月別我が国への外国船社クルーズ船寄港回数

推移 

 

 

図-27 年月別我が国への日本船社クルーズ船寄港回数

推移 

 

ことが影響している． 

(3)起点国・地域別寄港回数の動向分析 

本項では寄港回数データ(2015－2017)を用い，起点国・

地域別寄港回数の動向について分析を行う．ここで，本

分析に用いている寄港回数データ(2015－2017)は，デー

タ収集の際にクルーズの起点を記入する欄を設けている

ものの，記入が無いためクルーズの起点国・地域が不明

なデータが多く含まれている．そこで，LLI船舶動静デー

タやクルーズ船社ホームページ等を参照するほか，一部

データについて国土交通省港湾局より船舶代理店へ確認

を行った結果を用いて起点国・地域の推定を行った上で，

以下の分析を実施した． 

図-28～図-30は2015年，2016年，2017年の全国ならび

に地域別の海外起点クルーズ・日本起点クルーズの寄港

回数比率を示したものである．なお回航や船内見学会の

ため寄港した場合は，海外起点・日本起点のどちらにも

該当しないため，当該データは除外している．全国でみ

ると，2015年には日本起点が約51%とやや多かったが，2

016年には海外起点が約56%と多くなっており，2017年は

54%と前年に比べて若干減少したものの，海外起点クルー

ズの方が多い傾向は続いている．地域別にみると，3ヶ年

とも九州・沖縄は海外起点クルーズが8割弱～9割強と大
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半を占めている一方で，それ以外の地域は日本起点クル

ーズの割合が7割弱～9割強であり，クルーズの起点につ

いて地域によって対照的な傾向が見られる．なお四国は

海外起点クルーズが2015年は約8%,2016年は約23%，2017

年は約32%と，海外起点クルーズの寄港が増加している傾

向にある．東北も海外起点クルーズが2015年は約3%,201

6年は約4%，2017年は約7%と，海外起点クルーズの寄港が

徐々に増加している傾向にある．なお，図-23～図-25に

示した外国船社・日本船社寄港回数比率と比較すると，

日本船社によるクルーズは日本起点であるが，外国船社

によるクルーズは海外起点と日本起点の両方があるため，

図-28～図-30の日本起点の比率は図-23～図-25の日本船

社の割合より大きくなる． 

図-31は海外を起点とするクルーズの起点国・地域別本

数を示したものである．3ヶ年とも中国が最も多く，続く 

 

 

図-28 地域別海外起点・日本起点寄港回数比率(2015年) 

 

  

図-29 地域別海外起点・日本起点寄港回数比率(2016年) 

 

  

図-30 地域別海外起点・日本起点寄港回数比率(2017年) 

台湾，香港までの3ヶ国・地域で大半を占めている．中国

を起点とするクルーズは2015年から2016年にかけて約1.

7倍と飛躍的に伸びており，2016年から2017年の伸びは前

年ほど大きくないものの，依然成長している． 

 図-32は海外を起点とするクルーズの日本国内寄港港

数別クルーズ本数と平均寄港数を示したものであり，図

-33は海外を起点とするクルーズの日本国内寄港港数別

クルーズ本数の割合を示したものである．そのうち我が

国への寄港の多い中国起点クルーズと台湾起点クルーズ

について，中国起点クルーズの日本国内寄港港数別クル

ーズ本数と平均寄港数を図-34に，中国起点クルーズの日

本国内寄港港数別クルーズ本数の割合を図-35に示し，台

湾起点クルーズの日本国内寄港港数別クルーズ本数と平

均寄港数を図-36に，台湾起点クルーズの日本国内寄港港

数別クルーズ本数の割合を図-37に示す． 

 

 

図-31 起点国・地域別クルーズ本数(海外起点) 

 

 

図-32 日本国内寄港港数別クルーズ本数(海外起点) 

 

 

図-33 日本国内寄港港数別クルーズ本数割合 

(海外起点) 
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海外起点クルーズ全体でみると，1港のみに寄港するク

ルーズが最も多く，次いで2港に寄港するクルーズであり，

この2パターンで大半を占める．経年的な変化を見ると，

2016年は1港のみに寄港するクルーズ本数は前年比約1.8

倍，2港に寄港するクルーズ本数は前年比約1.5倍，3港以

上に寄港するクルーズ本数は前年比約1.4倍と，1港のみ

に寄港するクルーズが大きく伸びている．しかしながら，

2017年は1港のみに寄港するクルーズ本数は前年比約1.1

倍，2港に寄港するクルーズ本数は前年比約1.5倍，3港以

上に寄港するクルーズ本数は前年比約1.7倍であり，3港

以上に寄港するクルーズ本数の伸び率が大きかった一方

で，1港のみに寄港するクルーズ本数の伸び率が小さかっ

た．平均寄港数は2015年の約1.41港から2016年には約1.

36港と下がったものの，2017年は約1.47港と最大になっ

ている．割合で見ても，1港寄港の割合は2015年の約67.

6%から2016年は約71.4%に増加したものの，2017年には約

63.9%に減少している． 

中国を起点とするクルーズは，海外起点クルーズ全体

の傾向と同様であり，1港のみに寄港するクルーズが最も

多く，次いで2港に寄港するクルーズであり，この2パタ

ーンで大半を占める．経年的な変化を見ると，2016年は

1港のみに寄港するクルーズ本数は前年比約1.9倍，2港に

寄港するクルーズ本数は前年比約1.3倍，3港以上に寄港

するクルーズ本数は前年比約1.1倍と，1港のみに寄港す

るクルーズ本数が大きく伸びている．しかしながら，20

17年は1港のみに寄港するクルーズ本数は前年比約1.0倍，

2港に寄港するクルーズ本数は前年比約1.9倍，3港以上に

寄港するクルーズ本数は前年比約1.5倍であり，2港に寄

港するクルーズ本数の伸び率が大きかった一方で，1港の

みに寄港するクルーズ本数の伸び率が小さかった．平均

寄港数は2015年の約1.34港から2016年には約1.24港と

下がったものの，2017年は約1.37港と最大になっている．

割合で見ても，1港寄港の割合は2015年の約71.9%から20

16年は約79.6%に増加したものの，2017年には約68.9%に

減少している． 

台湾を起点とするクルーズは，1港のみに寄港するクル

ーズが最も多く，次いで2港に寄港するクルーズであり，

この2パターンで大半を占める傾向は中国起点と同様で

あるが，2港や3港以上に寄港するクルーズ割合の合計が

中国に比べて大きい．これについては，台湾を起点とし，

我が国に寄港するクルーズは，例えば那覇港・平良港の

2港に寄港するクルーズや，那覇港・平良港・石垣港の3

港に寄港するクルーズなどがあり，我が国に向けて台湾

を出港した後，経路上に我が国以外の寄港地が無いとい

う地理的な要因により，我が国において複数港寄港する

クルーズが多いと考えられる．経年的な変化を見ると，

2016年は1港のみに寄港するクルーズ本数は前年比約1.1

倍，2港に寄港するクルーズ本数は前年比約1.4倍，3港以

上に寄港するクルーズ本数は前年比約2.3倍と，3港以上

に寄港するクルーズ本数の伸び率が最も大きい．また，

2017年は1港のみに寄港するクルーズ本数は前年比約1.2

倍，2港に寄港するクルーズ本数は前年比約1.2倍，3港以 

 

 

図-34 日本国内寄港港数別クルーズ本数(中国起点) 

 

 

図-35 日本国内寄港港数別クルーズ本数割合 

(中国起点) 

 

 

図-36 日本国内寄港港数別クルーズ本数(台湾起点) 

 

 

図-37 日本国内寄港港数別クルーズ本数割合 

(台湾起点) 
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上に寄港するクルーズ本数は前年比約3.6倍であり，201

6年同様に3港以上に寄港するクルーズ本数の伸び率が最

も大きい．平均寄港数は2015年の約1.50港から2016年に

は約1.61港，2017年は約1.75港と経年的に増加している．

割合で見ても，1港寄港の割合は2015年の約54.5%から20

16年は約48.2%，2017年は約43.5%と経年的に減少してい

る． 

ここで，中国を起点とするクルーズの日本国内寄港港

数についてさらに詳細な分析を行う．中国起点クルーズ

について，日本に入国する前に寄港した国の割合を内側

の円グラフに，日本国内寄港港数の割合を外側の円グラ

フに示したものが図-38～図-40である．なお日本入国の

直前がクルーズの発地である場合もこれに含む．日本に

入国する前は2015年，2016年ともに韓国へ寄港するクル

ーズが約半数を占めていたが，2017年は約1割に落ち込ん

でおり，大半が中国から直接日本へ入国している．さら

に前港国と日本国内寄港港数を合わせて見ると，2015年

は前港国が韓国で日本国内に1港寄港するクルーズが最

も多く，約44%を占めている．また2016年も同様に前港国

が韓国で日本国内に1港寄港するクルーズが最も多く，そ

の割合は2015年よりも増加し，約51%を占めている．とこ

ろが2017年ではその割合は約9%と急激に落ち込み，代わ

って前港国が中国で日本国内に1港寄港するクルーズが

最も多くなり，約59%を占めている．また前港国が中国で

日本国内に2港寄港するクルーズも増加しており，2016年

の約13%から2017年は約27%となっている． 

このように，2017年の中国起点クルーズは2015年，20

16年とは傾向が異なり，韓国に寄港してから日本に入国

する割合が激減し，中国から直接日本に入国する割合が

増加している．これは，2017年3月に，中国政府が国内主

要旅行業者に対して韓国への観光客送出禁止を通達した

ことが要因と考えられ，この通達はTHAAD(高高度防衛ミ

サイル)の韓国配備計画に対するものとみられるといっ

た報道もある17)．この通達により，中国起点クルーズは

韓国に寄港せず直接日本に入国し，代わりに日本国内で

2港寄港する割合が増加したと考えられる． 

同様に，中国起点クルーズについて，日本から出国し

た後に寄港した国の割合を内側の円グラフに，日本国内

寄港港数の割合を外側の円グラフに示したものが図-41

～図-43である．日本から出国した後も，2015年，2016年

は韓国へ寄港するクルーズが1～2割程度あったものの，

2017年は約3%に落ち込んでおり，大半が日本から直接中

国へ寄港している．さらに次港国と日本国内寄港港数を

合わせて見ると，3ヶ年とも日本国内に1港寄港し，その

後中国に寄港するクルーズが6割前後と最も多い傾向に 

 

 

図-38 中国起点クルーズの日本入国前寄港国割合 

・日本国内寄港港数割合(2015年) 

 

  

図-39 中国起点クルーズの日本入国前寄港国割合 

・日本国内寄港港数割合(2016年) 

 

 

図-40 中国起点クルーズの日本入国前寄港国割合 

・日本国内寄港港数割合(2017年) 

 

 

図-41 中国起点クルーズの日本出国後寄港国割合 

・日本国内寄港港数割合(2015年) 
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図-42 中国起点クルーズの日本出国後寄港国割合 

・日本国内寄港港数割合(2016年) 

 

   

図-43 中国起点クルーズの日本出国後寄港国割合 

・日本国内寄港港数割合(2017年) 

 

変化は無い．しかしながら，2015年から2016年にかけて

は日本で1港寄港した後に韓国に寄港する割合が約9%か

ら約18%に増加し，日本で2港寄港した後に中国に寄港す

る割合が約22%から約16%に減少していたのに対し，2017

年はその傾向が逆転し，前者が約2%と2016年より減少，

後者が約27%と2016年より増加している．これらについて

も先述の前港国の分析と同様に，韓国への観光客送出禁

止が通達された影響と考えられる． 

(4)ジニ係数を用いた寄港回数の偏りに関する分析 

本項では寄港回数データ(2015－2017)を用い，クルー

ズ寄港回数の港湾間，港湾所在地域間の偏りや季節変動

について定量的な分析を行う．港湾間や港湾所在地域間

といった地理的な偏りについては，偏りが大きい場合は

クルーズ船寄港に伴う経済効果が特定の地域へ集中して

いることになるが，偏りが小さくなると，全国網羅的に

経済効果が及んでいる状態に近づくと考えられる．季節

変動については，変動が小さくなると，クルーズ船受入

施設といったストックの年間を通じた有効活用を行って

いる状態に近づくと考えられる. 

ここで，分布の均等度を示す指標としてはジニ係数が

あり，ジニ係数が用いられた例としては，社会保障や税

による所得再分配による所得格差是正効果18)の分析や，

年間収入の世帯間均等度の計算19)がある．観光分野では

大井20)による観光需要の季節変動をジニ係数を用いて分

析した事例があり，訪日外国人旅行者数の月次データを

用いて訪日外国人旅行者数や延べ旅行者数，延べ宿泊者

数についてのジニ係数の推移を算出している．またジニ

係数以外で偏りを表す指標としては，業界の競争度合い

について示すことのできる，業界各社の市場シェアの二

乗を合計したハーフィンダルハーシュマン指数(HHI)が

ある．クルーズに関する研究では，藤生ら4)が，外航クル

ーズ船寄港数の我が国合計に対する各港のシェアからHH

Iを算出し，クルーズ船の寄港地の集中について分析を行

っている．本分析ではこれらの先行事例を参考に，寄港

回数の地域間の偏りや季節変動について，その算出過程

でローレンツ曲線(詳細は後述)を描画できるため視覚的

にもその偏りを把握することができるジニ係数を用いて

定量化を行う． 

本分析におけるジニ係数の算出方法について，寄港回

数の地域間の偏りをジニ係数で表現する方法を例とし，

表-1をサンプルデータとして文献21)を参考に以下に述

べる．まず北海道から沖縄の各地域の寄港回数xiを昇順

(寄港回数の少ない順，順位をjとする)に並べる．各デー

タの個体数は1である．次に，昇順に並んだj番目までのxi

の累積和を算出したものが寄港回数累積和，j番目までの

個体数の累積和を算出したものが個体数累積和である．

さらに，個体数累積和を個体数の合計で除したものが累

積相対度数Fj，寄港回数累積和をxiの合計で除したものが

累積相対量Tjであり，それぞれ式(1)，式(2)で表す．なお，

F0=0,T0=0である． 

𝐹𝐹𝑗𝑗 = 𝑗𝑗
𝑁𝑁
  (1) 

  

𝑇𝑇𝑗𝑗 = ∑ 𝑥𝑥𝑖𝑖
𝑗𝑗
𝑖𝑖=1 ∑ 𝑥𝑥𝑖𝑖𝑁𝑁

𝑖𝑖=1�   (2) 

 

ここに， 

𝐹𝐹𝑗𝑗：累積相対度数 

𝑇𝑇𝑗𝑗：累積相対量 

𝑥𝑥𝑖𝑖：各地域の寄港回数 

j：寄港回数の少ない順に並べた順位 

N：個体数の合計 

 

横軸をFj，縦軸をTjとしてプロットし，jの小さい順に直

線で結んだ線をローレンツ曲線とよぶ．なお，原点(0,0)

と点(1,1)を直線で結んだ線を均等線とよぶ．サンプルデ

ータのローレンツ曲線ならびに均等線を描画した図を図

-44に示す．均等線とローレンツ曲線との乖離によって不

均等の程度を測ることができ，両者に囲まれる弓形の部

分の面積の2倍をジニ係数という．両者に囲まれる弓形の
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部分の面積は，均等線の下側の三角形の面積からローレ

ンツ曲線の下側の面積を減ずることで求められる．ロー

レンツ曲線の下側の面積は，いくつかの三角形または台

形に分割して個々の面積を計算し，合計することで算出

できる．従ってジニ係数は式(3)で表すことができる．ジ

ニ係数は0～1の値をとり，均等線とローレンツ曲線が一

致する場合はジニ係数は0，ローレンツ曲線がグラフプロ

ットエリアの底辺と右辺に密着する場合は1となる．従っ

て，ジニ係数が0に近いほど不均等の程度が低く，1に近

いほど不均等の程度が高い． 

 

𝐺𝐺𝐺𝐺 = 2 ∙ �1
2
− ∑ �𝑇𝑇𝑗𝑗 + 𝑇𝑇𝑗𝑗−1� ∙ �𝐹𝐹𝑗𝑗 − 𝐹𝐹𝑗𝑗−1�/2𝑁𝑁

𝑗𝑗=1 �  
 

= 1 − ∑ �𝑇𝑇𝑗𝑗 + 𝑇𝑇𝑗𝑗−1� ∙ �𝐹𝐹𝑗𝑗 − 𝐹𝐹𝑗𝑗−1�𝑁𝑁
𝑗𝑗=1   (3) 

 

ここに， 

𝐺𝐺𝐺𝐺：ジニ係数 

 

以下では港湾別の年間寄港回数データを用い，各港の

寄港回数についてのローレンツ曲線描画ならびにジニ係

数算出を行う．2015年，2016年，2017年の各年の各港の 

 

表-1 サンプルデータ 

昇順

位j 
寄港

回数

(xi) 

個

体

数 

寄港回

数累積

和 

個体

数累

積和 

累積相

対度数

(Fj) 

累積相

対量

(Tj) 

1 10 1 10 1 0.1 0.018 

2 20 1 30 2 0.2 0.055 

3 30 1 60 3 0.3 0.109 

4 40 1 100 4 0.4 0.182 

5 50 1 150 5 0.5 0.273 

6 60 1 210 6 0.6 0.382 

7 70 1 280 7 0.7 0.509 

8 80 1 360 8 0.8 0.655 

9 90 1 450 9 0.9 0.818 

10 100 1 550 10 1 1 

 

 
図-44 サンプルデータのローレンツ曲線と均等線 

寄港回数を昇順に並べ，横軸を累積相対度数Fj，縦軸を累

積相対量Tjで描画したローレンツ曲線が図-45である．20

15年，2016年，2017年の3ヶ年とも概ね同様のローレンツ

曲線を描いているが，2017年が最も右下方向のはらみ出

しが小さい．また，ジニ係数を計算すると，2015年が約

0.849，2016年が約0.841，2017年が約0.817と経年的に小

さくなっていた．これらのことから，2015年から2017年

にかけて経年的に港湾別寄港回数の偏りが解消される方

向に向かっていることがわかる． 

次に，港湾所在地域別の年間寄港回数データを用い，

港湾所在地域の寄港回数についてのローレンツ曲線描画

ならびにジニ係数算出を行う．2015年，2016年，2017年

の各年の北海道から沖縄の各地域の寄港回数を昇順に並

べ，横軸を累積相対度数Fj，縦軸を累積相対量Tjで描画し

たローレンツ曲線が図-46である．2015年，2016年，201

7年の3ヶ年とも概ね同様のローレンツ曲線を描いている

が，2016年が最も右下方向にはらみ出している．また，

ジニ係数を計算すると，2015年が約0.473，2016年が約0.

496，2017年が約0.481であった．これらのことから，20

16年は寄港回数の港湾所在地域間の偏りが最も大きかっ

たが，2017年は回復傾向であり，ただし2015年の水準に 

 

 
図-45 我が国への港湾別クルーズ船寄港回数の 

ローレンツ曲線(2015年，2016年，2017年) 

 

 
図-46 我が国への地域別クルーズ船寄港回数の 

ローレンツ曲線(2015年，2016年，2017年) 

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

0 0.2 0.4 0.6 0.8 1

累
積
相
対
量

(T
j)

累積相対度数(Fj)

均等線

ローレンツ曲線(サンプルデータ)

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

0 0.2 0.4 0.6 0.8 1

累
積

相
対

量
(T

j)

累積相対度数(Fj)

2015年
2016年
2017年

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

0 0.2 0.4 0.6 0.8 1

累
積
相
対
量

(T
j)

累積相対度数(Fj)

2015年
2016年
2017年



我が国に寄港するクルーズの需要動向とその効果に関する分析／佐々木友子・赤倉康寛・杉田徹 

 
 

- 12 - 

はまだ戻っていないことがわかる． 

次に，月別寄港回数データを用い，月別寄港回数につ

いてのローレンツ曲線描画ならびにジニ係数算出を行う

ことで，季節変動についての分析を行う．2015年，2016

年，2017年の各年の全国の月別寄港回数を昇順に並べ，

横軸を累積相対度数Fj，縦軸を累積相対量Tjで描画したロ

ーレンツ曲線が図-47である．2015年，2016年，2017年の

3ヶ年とも概ね同様のローレンツ曲線を描いており，201

5年から2017年にかけて均等線に近づいている．また，ジ

ニ係数を計算すると，2015年が約0.262，2016年が約0.2

37，2017年が約0.192と経年的に小さくなっていた．これ

らのことから，2015年から2017年にかけて経年的に季節

変動が解消される方向に向かっていることがわかる． 

次に，港湾所在地域別の月別寄港回数データを用い，

港湾所在地域別の月別寄港回数についてのローレンツ曲

線描画ならびにジニ係数算出を行うことで，季節変動に

ついての分析を行う．地域別に2015年，2016年，2017年

の各年の月別寄港回数を昇順に並べ，横軸を累積相対度

数Fj，縦軸を累積相対量Tjで描画したローレンツ曲線が図

-48～図-57である．また，港湾所在地域別の月別クルー

ズ船寄港回数のジニ係数を表-2に示す．ジニ係数が最も

小さかった地域は，2015年は沖縄であったが，2016年，

2017年は九州であった．また，ジニ係数が最も大きかっ

た地域は3ヶ年とも北海道であり，冬季に寄港回数が0に

なることが影響している． 

地域別にみると，北海道は前述のとおり冬季に寄港回

数が0になることから，ジニ係数が0.6前後と大きいが，

2015年から2017年にかけて経年的にジニ係数が小さくな

っていることから，季節変動が解消方向に向かっている

ことがわかる．東北も北海道と同様に冬季に寄港回数が

0になることから，ジニ係数が0.5台であり，2016年は前

年よりジニ係数が小さくなったものの，2017年にはわず

かではあるが，ジニ係数が前年より大きくなっていた．

関東はジニ係数が0.2～0.3強であり，2015年から2017年

にかけて経年的にジニ係数が小さくなっていることから，

季節変動が解消方向に向かっていることがわかる．北陸

はジニ係数が0.5前後であり，2015年から2017年にかけて

経年的にジニ係数が小さくなっていることから，季節変

動が解消方向に向かっていることがわかる．中部はジニ

係数が0.3前後であり，2016年は前年よりジニ係数が大き

くなったものの，2017年には3ヶ年で最小のジニ係数とな

り，季節変動が解消方向に向かっていることがわかる．

近畿はジニ係数が0.2台であり，2015年から2017年にかけ

て経年的にジニ係数が小さくなっていることから，季節

変動が解消方向に向かっていることがわかる．中国は20

15年，2016年はジニ係数が0.5台であったが，2017年は0.

379と大幅にジニ係数が小さくなっており，季節変動が解

消方向に向かっていることがわかる．これは2017年10月

よりせとうちクルーズによる「ガンツウ」の運航が始ま

った16)ことにより，2016年以前と比較して10月以降の寄

港回数が減少しなかったためである．四国は2015年，20

16年はジニ係数が0.4台であったが，2017年は0.309と大

幅にジニ係数が小さくなっており，季節変動が解消方向

に向かっていることがわかる．これも中国と同様，ガン

ツウの運航開始による影響と考えられる．九州はジニ係

数が0.1台～0.3強であり，2015年から2017年にかけて経

年的にジニ係数が小さくなっていることから，季節変動 

 

 

図-47 我が国への月別クルーズ船寄港回数の 

ローレンツ曲線(2015年，2016年，2017年) 

 

 

図-48 北海道地域への月別クルーズ船寄港回数の 

ローレンツ曲線(2015年，2016年，2017年) 

 

 

図-49 東北地域への月別クルーズ船寄港回数の 

ローレンツ曲線(2015年，2016年，2017年)  
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図-50 関東地域への月別クルーズ船寄港回数の 

ローレンツ曲線(2015年，2016年，2017年) 

 

 

図-51 北陸地域への月別クルーズ船寄港回数の 

ローレンツ曲線(2015年，2016年，2017年) 

 

 

図-52 中部地域への月別クルーズ船寄港回数の 

ローレンツ曲線(2015年，2016年，2017年) 

 

 

図-53 近畿地域への月別クルーズ船寄港回数の 

ローレンツ曲線(2015年，2016年，2017年) 

 

 

 

図-54 中国地域への月別クルーズ船寄港回数の 

ローレンツ曲線(2015年，2016年，2017年) 

 

 

図-55 四国地域への月別クルーズ船寄港回数の 

ローレンツ曲線(2015年，2016年，2017年) 

 

 

図-56 九州地域への月別クルーズ船寄港回数の 

ローレンツ曲線(2015年，2016年，2017年) 

 

 

図-57 沖縄地域への月別クルーズ船寄港回数の 

ローレンツ曲線(2015年，2016年，2017年) 
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が解消方向に向かっていることがわかる．沖縄はジニ係

数が0.2台であり，2016年は前年よりジニ係数が大きくな

ったものの，2017年には前年よりジニ係数が小さくなっ

ているが，2015年の水準までは回復していない． 

さらに，外国船社・日本船社別に月別寄港回数データ

を用い，月別寄港回数についてのローレンツ曲線描画な

らびにジニ係数算出を行うことで，外国船社・日本船社

別に季節変動についての分析を行う． 

外国船社の2015年，2016年，2017年の各年の月別寄港

回数を昇順に並べ，横軸を累積相対度数Fj，縦軸を累積相

対量Tjで描画したローレンツ曲線が図-58であり，日本船

社について同様に作成したものが図-59である．また，外

国船社・日本船社の月別クルーズ船寄港回数のジニ係数

を表-3に示す． 

外国船社の方が季節変動のジニ係数がやや大きいが，

外国船社・日本船社ともに経年的にジニ係数が小さくな

っており，季節変動が解消方向に向かっていることがわ

かる．特に日本船社は2015年,2016年の0.253,0.245から

2017年は0.186と大幅に下がっており，先述した2017年1

0月の「ガンツウ」の運航開始により，11月，12月期の寄

港数の減少がほとんど無かったことが要因と考えられる． 

 

表-2 港湾所在地域別の月別クルーズ船寄港回数のジニ

係数 

  2015年 2016年 2017年 

北海道 0.614 0.609 0.563 

東北 0.599 0.511 0.513 

関東 0.305 0.235 0.215 

北陸 0.563 0.530 0.494 

中部 0.268 0.330 0.252 

近畿 0.270 0.268 0.219 

中国 0.566 0.506 0.379 

四国 0.435 0.467 0.309 

九州 0.308 0.191 0.157 

沖縄 0.248 0.284 0.253 

 

 

 

図-58 外国船社の月別クルーズ船寄港回数のローレン

ツ曲線(2015年，2016年，2017年) 

2.2 我が国に寄港するクルーズの旅客数に関する分析 

本節では，我が国に寄港するクルーズの旅客に関する

分析を行う． 

図-60は我が国へのクルーズ船による外国人入国者数

の推移1)を示したものである．2013年の17.4万人から

年々増加し，2017年には252.9万人と過去最高を記録して

いる． 

以降は，入国者数データ(2015－2017)を用いた分析を

行う．なお当該入国者数データは入国の際に収集するデ

ータであるという特性上，日本国内で完結するクルーズ

や日本起点の海外クルーズで，出国後日本に戻らずに終

了するクルーズについては入国者数を収集できない．従

って，以降の分析は2.1で推定した海外起点クルーズに限

定して行う．また当該データは乗員は含まない． 

図-61は2.1で推定した海外起点クルーズの起点国・地

域別に集計した入国者数である．なお国・地域名はクル

ーズの起点国・地域名であり，国籍ではない．2015年，2

016年，2017年ともに中国起点クルーズによる入国者数が

大半を占めており，その数も2015年は約881千人，2016年 

 

 

図-59 日本船社の月別クルーズ船寄港回数のローレン

ツ曲線(2015年，2016年，2017年) 

 

表-3 外国船社・日本船社の月別クルーズ船寄港回数の

ジニ係数 

  2015年 2016年 2017年 

外国船社 0.292 0.247 0.224 

日本船社 0.253 0.245 0.186 

 

 

図-60 我が国へのクルーズ船による外国人入国者数推移 
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は約1,642千人，2017年は約2,101千人と経年的に増加し

ている．次いで台湾，香港の順に多い．さらに図-62は外

国人入国者数に限ったものであるが，入国者数と同様の

傾向を示している．2015年，2016年，2017年ともに中国

起点クルーズによる入国者数が大半を占めており，2015

年は約880千人，2016年は約1,640千人，2017年は約2,09

8千人と経年的に増加しており，次いで台湾，香港の順に

多い．また図-61，図-62を比較するとその数字に大きな

違いは無く，従って海外起点クルーズの入国者に含まれ

る日本人はわずかであり，ほぼ外国人であることがわか

る． 

図-63は海外を起点とするクルーズの日本国内寄港港

数別入国者数を，図-64は海外を起点とするクルーズの日

本国内寄港港数別外国人入国者数を示したものであり，

図-65は海外を起点とするクルーズの日本国内寄港港数

別入国者数の割合を，図-66は海外を起点とするクルーズ

の日本国内寄港港数別外国人入国者数の割合を示したも

のである．いずれも3ヶ年とも1港のみに寄港するクルー

ズでの入国者が最も多く，次いで2港に寄港するクルーズ

であり，この2パターンで大半を占める．経年的な変化を

見ると，2016年は1港のみに寄港するクルーズでの入国者

数は前年比約1.9倍，外国人入国者数も前年比約1.9倍，

2港に寄港するクルーズでの入国者数は前年比約1.6倍， 

 

 

図-61 起点国・地域別入国者数(海外起点クルーズ) 

 

 

図-62 起点国・地域別外国人入国者数 

(海外起点クルーズ) 

 

 

図-63 日本国内寄港港数別入国者数 

(海外起点クルーズ) 

 

 
図-64 日本国内寄港港数別外国人入国者数 

(海外起点クルーズ) 

 

 

図-65 日本国内寄港港数別入国者数割合 

(海外起点クルーズ)  

 

 

図-66 日本国内寄港港数別外国人入国者数割合 

(海外起点クルーズ) 
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外国人入国者数も前年比約1.6倍，3港以上に寄港するク

ルーズでの入国者数は前年比約1.4倍，外国人入国者数も

前年比約1.4倍と，1港のみに寄港するクルーズでの入国

者数ならびに外国人入国者数の伸び率が大きい．しかし

ながら，2017年は1港のみに寄港するクルーズでの入国者

数は前年比約1.1倍，外国人入国者数も前年比約1.1倍，

2港に寄港するクルーズでの入国者数は前年比約1.9倍，

外国人入国者数も前年比約1.9倍，3港以上に寄港するク

ルーズでの入国者数は前年比約1.9倍，外国人入国者数も

前年比約1.9倍であり，2港寄港ならびに3港以上に寄港す

るクルーズでの入国者数ならびに外国人入国者数の伸び

率が大きかった一方で，1港のみに寄港するクルーズでの

入国者数ならびに外国人入国者数の伸び率が小さかった．

割合で見ても，1港寄港での入国者数の割合は2015年の約

72.2%から2016年は約75.3%に増加し，外国人入国者数の

割合も2015年の約72.2%から2016年は約75.4%に増加し

たものの，2017年にはそれぞれ約63.6%，約63.7%に減少

している． 

図-67は海外起点クルーズについて，各クルーズの入国

者数と各クルーズの日本国内寄港港数を掛け合わせたも

のを合計した，のべ寄港者数の推移を示したものである．

また図-68は海外起点クルーズについて，各クルーズの外

国人入国者数と各クルーズの日本国内寄港港数を掛け合

わせたものを合計した，のべ外国人寄港者数の推移を示

したものである．2015年はそれぞれ約147万人・寄港，約

146万人・寄港，2016年は約255万人・寄港，約255万人・

寄港，2017年は約355万人・寄港，約355万人・寄港と経

年的に増加しており，2.1(3)で示したとおり日本国内の

寄港港数が増加傾向にあることや，外国人入国者数が増 

 

   
図-67 のべ寄港者数(海外起点クルーズ) 

 

  
図-68 のべ外国人寄港者数(海外起点クルーズ) 

加していることが要因である．なおこの値は全ての寄港

地で全ての旅客が下船したとの仮定により算出している

が，実際は下船しない旅客も存在することが考えられる

ため，この値は期待できる最大値である． 

次に，我が国へ入国した海外起点クルーズの平均定員

や入国1回あたりの平均入国者数についての分析を行う.

なお定員についてのデータは文献22)やClarksonデータ，

船社ホームページ等から収集した．ここで，多くの文献

において定員数は常設ベッド数が掲載されているが，非

常設ベッドも使用すれば常設ベッド数よりも多い旅客が

乗船することができる．従って本分析においては，非常

設ベッドも使用した場合の定員数を「定員」と定義し，

各資料から収集できた定員数のうち最も大きい数値を定

員として使用した．なお収集した各クルーズ船の定員数

と各クルーズ船による入国者数実績を比較すると，中に

は入国者数が定員数を超えるクルーズもあり，例えば子

どもが添い寝する場合などはそのようなことが起こり得

ると考えられる．しかしながら頻繁にそのようなことが

起こる場合，収集した定員データが非常設ベッドも使用

した場合の定員数ではなく常設ベッド数のみの定員数で

あったことが考えられる．従って，各クルーズ船による

クルーズ本数のうち，入国者数実績が定員数を超えるク

ルーズが3割を超える場合，当該クルーズ船のデータは以

降の分析から除外した． 

図-69は海外起点クルーズについて，我が国への入国回

数により重み付けした平均定員を下に，入国1回あたりの

平均入国者数(日本人を含む)を中央に，入国1回あたりの

平均外国人入国者数を上のグラフに示したものである．

平均定員は経年的に増加しており，入国1回あたりの平均

入国者数ならびに平均外国人入国者数も増加傾向である．

図-70，図-71は同様に中国起点クルーズならびに台湾起

点クルーズについてそれぞれ示したものである．中国起

点，台湾起点ともに平均定員は経年的に増加しており，

入国1回あたりの平均入国者数ならびに平均外国人入国

者数も増加傾向である． 

表-4は海外起点クルーズの入国1回あたりの入国者数

を定員で割った消席率を平均した平均消席率と，入国1回

あたりの外国人入国者数を定員で割った消席率を平均し

た外国人入国者平均消席率を示したものである．2015年

は平均消席率，外国人入国者平均消席率ともに8割弱で，

2016年はいずれも8割を超えたが，2017年にいずれも再び

8割を割る水準になった．表-5，表-6は同様に中国起点ク

ルーズならびに台湾起点クルーズについてそれぞれ示し

たものである．中国起点クルーズは平均消席率，外国人

入国者平均消席率ともに8割強程度であり，2017年の平均

147 
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消席率，外国人入国者平均消席率は約80%と3ヶ年で最も

低くなった．台湾起点クルーズは2015年は平均消席率，

外国人入国者平均消席率ともに7割強で，2016年に外国人

入国者平均消席率は若干上昇したものの，2017年にはい

ずれも7割を割る水準になった． 

図-72は海外起点クルーズの，クルーズ船の定員クラス

別クルーズ本数を示したものである．2015年，2016年，

2017年ともに定員が2,000人～2,999人のクルーズ船が最

も多い．また，2017年には定員が5,000人以上のクルーズ

船も寄港している． 

さらに図-73は海外起点クルーズのうち中国起点のク

ルーズの，クルーズ船の定員クラス別クルーズ本数を示 

 

 
図-69 平均定員・平均入国者数・平均外国人入国者数 

(海外起点クルーズ) 

 

 

図-70 平均定員・平均入国者数・平均外国人入国者数 

(中国起点クルーズ) 

 

 

図-71 平均定員・平均入国者数・平均外国人入国者数 

(台湾起点クルーズ) 

したものである．2015年，2017年は定員が2,000人～2,9

99人のクルーズ船が最も多いが，2016年は定員が3,000人

～3,999人のクルーズ船が最も多い．また，2017年には定

員が5,000人以上のクルーズ船も寄港している． 

 

表-4 平均消席率(海外起点クルーズ) 

 2015年 2016年 2017年 

平均消席率 78% 81% 77% 

外国人入国者 

平均消席率 
78% 81% 77% 

 

表-5 平均消席率(中国起点クルーズ) 

 2015年 2016年 2017年 

平均消席率 81% 83% 80% 

外国人入国者 

平均消席率 
81% 83% 80% 

 

表-6 平均消席率(台湾起点クルーズ) 

 2015年 2016年 2017年 

平均消席率 72% 72% 67% 

外国人入国者 

平均消席率 
71% 72% 66% 

 

 

 
図-72 定員クラス別クルーズ本数(海外起点クルーズ) 

 

 

図-73 定員クラス別クルーズ本数(中国起点クルーズ) 
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また図-74は海外起点クルーズのうち台湾起点のクル

ーズの，クルーズ船の定員クラス別クルーズ本数を示し

たものである．2015年，2016年，2017年ともに定員が2,

000人～2,999人のクルーズ船が最も多い．また最大のク

ラスは3,000人～3,999人であり，4,000人以上のクラスは

寄港していない． 

図-75は海外起点クルーズの定員クラス別平均消席率

を示したものである．定員が1,000人～1,999人のクルー

ズでは平均消席率が5割弱～6割強程度であるが，4,000人

～4,999人のクルーズでは9割以上と高い水準である．ま

た図-76は海外起点クルーズの定員クラス別外国人入国

者平均消席率を示したものである．定員が1,000人～1,9

99人のクルーズでは外国人入国者平均消席率が5割弱～6

割程度であるが，4,000人～4,999人のクルーズでは9割以

上と高い水準である． 図-77，図-78は同様に中国起点ク

ルーズについてそれぞれ示したものである．定員が1,00

0人～1,999人のクルーズでは平均消席率，外国人入国者

平均消席率ともに5割前後であるが，4,000人～4,999人の

クルーズでは平均消席率，外国人入国者平均消席率とも

に9割以上と高い水準である．図-79，図-80は同様に台湾

起点クルーズについてそれぞれ示したものである．定員 

 

 

図-74 定員クラス別クルーズ本数(台湾起点クルーズ) 

 

 

図-75 定員クラス別平均消席率(海外起点クルーズ) 

が2,000人～2,999人のクルーズでは平均消席率，外国人

入国者平均消席率ともに6割～7割強程度であるが，1,000

人～1,999人，3,000人～3,999人のクルーズでは平均消席

率，外国人入国者平均消席率ともに8割弱～9割弱程度で

あった． 

 

 

図-76 定員クラス別外国人入国者平均消席率 

(海外起点クルーズ) 

 

 

 
図-77 定員クラス別平均消席率(中国起点クルーズ) 

 

 

 
図-78 定員クラス別外国人入国者平均消席率 

(中国起点クルーズ) 
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図-79 定員クラス別平均消席率(台湾起点クルーズ) 

 

 

図-80 定員クラス別外国人入国者平均消席率 

(台湾起点クルーズ) 

 

3. クルーズ船寄港に伴う経済効果試算 

 

クルーズ船の寄港により，入港料等の収入のほか，旅

客が消費することによる地域への経済効果が期待される．

本章では特定の想定をおいた上で，クルーズ船寄港に伴

う経済効果の試算を行う． 

 

3.1 経済効果試算の設定概要 

直接効果として計上する項目は，入港料，とん税，特

別とん税，船舶給水料，岸壁使用料，綱取放料，旅客タ

ーミナル使用料，旅客乗降施設使用料，旅客消費とし，

旅客消費以外の単価については，文献23)において整理さ

れている港湾料率をもとに設定する． 

旅客の消費額についてはクルーズの寄港港数により消

費額が変化する可能性を考慮することを検討した．表-7

は文献24)をもとに作成した，訪日外国人の一人一泊あた

り消費単価(観光・レジャー目的，宿泊費含む)であるが，

泊数が多くなると一泊あたりの消費単価が減少する傾向

であることがわかる．このことから，クルーズの寄港港

数による消費額の違いを想定して消費額を設定する． 

 

表-7 訪日外国人の一人一泊あたり消費単価 

(宿泊費含む・2017年) 

滞在日数 
1 泊あたり消費単価 

(宿泊費含む) 

3 日間以内 33,243 円 

4～6 日間 31,654 円 

7～13 日間 26,175 円 

14～20 日間 17,888 円 

21～27 日間 14,729 円 

28～90 日間 7,401 円 

91 日以上 1 年未満 3,861 円 

 

表-8 寄港港数別の1寄港あたり消費単価の推計結果 

(2017年) 

寄港港数 1 寄港あたり消費単価 

3 港以内 25,846 円/寄港 

4～6 港 24,610 円/寄港 

7～13 港 20,351 円/寄港 

 

 

表-7に示したとおり，滞在日数別の宿泊費を含む消費

単価は文献24)より把握できるが，クルーズ旅客が寄港地

において下船して宿泊することはあまり無いと考えられ

るため，宿泊費を控除する必要がある．しかしながら文

献24)では滞在日数別の費目別消費単価を把握できない

ため，表-7から宿泊費を控除することができない．ただ

し文献24)より，滞在日数により分類されていない費目別

消費単価は別途把握することができ，2017年の消費単価

合計に占める宿泊費の割合を算出すると約22.25%であっ

た．従って，この算出された宿泊費の割合を用いて表-7

から控除することにより，滞在日数別の宿泊費を含まな

い1日あたり消費単価を推計し，寄港港数別の1寄港あた

り消費単価として使用することとした．以上の手順によ

り推計した寄港港数別の消費単価を表-8に示す． 

旅客の消費内容については，2009年に博多港へ寄港し

たクルーズの中国人乗客を対象としたアンケート調査結

果25)をもとに設定する．産業連関表は総務省の2011年産

業連関表26)の108部門を用い，消費性向は2011年の家計調

査結果27)より算出する． 

 

3.2 1寄港あたりの経済効果の試算 

2.2において，2017年に寄港した海外起点クルーズのう

ち，定員クラスが2,000人～2,999人のクルーズ本数が最

も多かったこと，また定員が2,000人～2,999人の海外起

点クルーズの2017年の外国人入国者平均消席率が約70%
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であったことから，ある港湾に次のようなクルーズが寄

港すると想定して試算した．  

・旅客定員：2,156人 

・総トン数：50,760GT 

・消席率：70%  

・子どもの割合：5% 

・子どもの消費額：大人の半額 

旅客数は旅客定員2,156人×消席率70%≒1,509人，旅客

は全員外国人とし，寄港地にて全員下船して観光消費を

行うものとした．旅客の消費単価については，2.2の図-

64で示したように，海外起点クルーズの日本国内寄港港

数別の外国人入国者数を把握できることから，表-8に示

した寄港港数別の消費単価を日本国内寄港港数別の外国

人入国者数で加重平均した約2.6万円を用いることとし

た． 

直接効果を推計した結果を表-9に示す．内訳を見ると，

旅客消費による効果が大半を占めており，約3,826万円で

あった． 

表-9で推計した直接効果と，波及効果を推計した結果

の総括表を表-10に示す．生産誘発額は約9.3千万円(直接

効果：約4.1千万円，一次波及効果：約3.4千万円，二次

波及効果：約1.8千万円)となった．営業余剰誘発額は約

0.8千万円，雇用者所得誘発額は約2.3千万円となった．

なおこれらはいずれも生産誘発額の内数である．また雇

用創出効果は約6.7人となった．なお入港料，とん税，特

別とん税，岸壁使用料，旅客ターミナル使用料，旅客乗

降施設使用料は国，港湾管理者などの収入であるため，

一次波及効果の推計には使用していない． 

本分析と既存の代表的な経済効果算出結果の比較を表

-11に示す．表は対象船舶のGTクラス昇順に並べており，

本分析の推計結果は2行目に斜体で示している．掲載した

既存の算出結果は旅客消費による効果のみの算出であり，

直接効果のみの算出のものもあれば波及効果も含む算出

のものもあるといった違いがあるほか，クルーズ船の寄

港に伴う経済効果は特に旅客の人数，旅客の消費単価等

から決まる旅客消費額に大きく左右されることから，表

-11に示す既存の分析結果による推計結果も2,442万円～

63,500万円とばらつきがあるが，本試算による経済波及

効果はこの範囲内である．旅客人数が本分析で設定した

1,509人と近い1行目の那覇港の算出結果と比較すると，

1行目の那覇港では旅客消費単価が3.5万円/人/日であり，

本分析の2.6万円/人/日よりも高いことから，本分析の結

果よりも経済効果が高い結果であった． 

 

 

表-9 直接効果の推計結果 

直接効果項目 
直接効果額 

(万円) 

入港料 13 

とん税 24 

特別とん税 30 

船舶給水料 23 

岸壁使用料 53 

綱取放料 17 

旅客ターミナル使用料 74 

旅客乗降施設使用料 42 

旅客消費 3,826 

 

表-10 直接効果・波及効果の推計結果総括表(1寄港) 

  生産誘発額(万円) 雇用創出効果  

    営業余剰

誘発額 

雇用者所

得誘発額 

（就業者創

出数・人） 

直接 

効果 
4,103 335 1,089  

一次波

及効果 
3,399 219 782  

二次波

及効果 
1,762 253 419  

合計 9,264 807 2,290 6.7 

 

表-11 本分析と既存の経済効果算出結果の比較 

港名 

GT 

クラス 

[万GT] 

旅客消費

単価[万円

/人/日] 

旅客

人数

[人] 

経済効果 

[万円] 

発表

年 

那覇港8) 4 3.5 1,525 9,750注1) 2010 

本分析 5 2.6 1,509 9,264 2018 

神戸港8) 5 1.4 3,322 7,089注2) 2009 

那覇港8) 7 0.9 1,727 2,442注1) 2010 

室蘭港8) 12 1.2 2,610 4,932注1) 2010 

八代港12) 17 1.2 4,180 10,500注1) 2017 

那覇港13) 17 13.8 4,605 63,500注3) 2015 

注1) 波及効果，旅客消費のみ 
注2) 波及効果，旅客消費のみ，2日間の経済効果 
注3) 直接効果，旅客消費のみ 

 

 

3.3 年間の経済効果の試算 

前節は想定したクルーズが1回寄港することによる経

済効果の試算であるが，本節ではさらに2017年に我が国

へ寄港した海外起点クルーズの年間経済効果の概算を行

う． 

まず，2017年に我が国へ寄港した海外起点クルーズの

クルーズ船について，各船のGT等を用い，1寄港あたりの

旅客消費以外の経済効果をクルーズ船ごとに推計した．

さらに各船の2017年の寄港回数実績をかけることにより，

年間の旅客消費以外の経済効果を推計した．なお港湾料

率ならびに108部門への割り当ては前節の試算と同様と

した．また入港料，とん税，特別とん税，岸壁使用料，

旅客ターミナル使用料，旅客乗降施設使用料は国，港湾
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管理者などの収入であるため，一次波及効果の推計には

使用しないことも前節の推計と同様である． 

旅客の消費額については，2.2の図-64で示したように

海外起点クルーズの日本国内寄港港数別の外国人入国者

数を把握できることから，2017年の海外起点クルーズの

各クルーズ外国人入国者数と各クルーズの寄港港数を掛

け合わせ，さらに寄港港数に応じた表-8の消費単価を掛

け合わせることにより推計した．なお旅客は寄港地にて

全員下船するものとし，子どもの割合ならびに子どもの

消費額，108部門への割り当ては前節の推計と同様とした． 

以上の手順により，2017年の海外起点クルーズ寄港に

よる我が国への年間経済効果を試算した結果を表-12に

示す．生産誘発額は約2,159億円(直接効果：約957億円，

一次波及効果：約791億円，二次波及効果：約410億円)と

なった．営業余剰誘発額は約188億円，雇用者所得誘発額

は約533億円となった．なおこれらはいずれも生産誘発額

の内数である．また雇用創出効果は約15,656人となった． 

今回は港湾料率を全ての港湾において一律で設定した

が，寄港する港湾によって港湾料率の違いがあることや，

クルーズ客船の入港に対して入港料や岸壁使用料等を免

除28)する港湾もあり，実際は今回の想定と異なる部分も

あると考えられる．また旅客の消費額については国籍等

に関わらず一律の金額を設定したが，クルーズ旅客の国

籍，クルーズのクラス等によって違いがあると想定され

る．さらに，旅客の現地における消費だけでなく，旅客

がクルーズ旅行を予約した際に同時にオプショナルツア

ーを予約し，クルーズ販売会社へその代金を支払ってい

れば，食事代や観光施設の入場料などがクルーズ販売会

社を通して現地へ支払われるといった異なるルートでの

我が国への効果も想定される． 

以上のような課題は残されているものの，本分析では

文献23)，24)，25)を参照して我が国へのクルーズ船寄港

に伴う経済効果の年間概算値を推計することができた． 

 

表-12 直接効果・波及効果の推計結果総括表(2017年) 
  生産誘発額(億円)  雇用創出効果 

    
営業余剰 

誘発額 

雇用者所 

得誘発額 

（就業者創出

数・人） 

直接 

効果 
957 78 253   

一次波

及効果 
791 51 182   

二次波

及効果 
410 59 97   

合計 2,159 188 533 15,656 

注)四捨五入の関係で合計が合わない部分がある． 

 

4.おわりに 

 

本分析は，我が国のクルーズ船に係る寄港回数データ

(2015－2017)ならびに入国者数データ(2015－2017)を

用いて，寄港回数ならびに旅客数といった我が国におけ

るクルーズの需要動向に関する分析を行ったほか，想定

を置いた上でクルーズ船寄港に伴う経済効果を試算した

ものである． 

2.においては我が国におけるクルーズの需要動向を分

析した．2.1においては，まず寄港回数の動向として，寄

港回数上位の港湾の動向や，港湾所在地域別の動向，我

が国全体と地域別の年月別寄港回数推移等を示した．具

体的には，例えば港湾別では3ヶ年とも博多港がトップで

1割以上を占めているが，2017年で11位以下であったその

他港の割合は徐々に増加していることを示した． 

また外国船社・日本船社の地域別寄港回数比率や，外

国船社・日本船社別の年月別寄港回数推移を示した．具

体的には，例えば北陸では2015年，2016年は日本船社の

割合がやや多かったが，2017年は外国船社が約7割に増加

しており，2017年はコスタクルーズによる日本発着クル

ーズが大幅に増加したことが要因であると分析した． 

さらに起点国・地域を推定した上で，海外起点クルー

ズ・日本起点クルーズの地域別寄港回数比率や，海外起

点クルーズの起点国・地域別クルーズ本数の推移，海外

起点クルーズの日本国内寄港港数について分析を行った．

具体的には，例えば2015年，2016年，2017年とも中国を

起点とするクルーズ本数が最も多く，続く台湾，香港ま

での3ヶ国・地域で大半を占めていることを示した．また，

中国起点クルーズについて，日本入国前や出国後の寄港

国と日本国内寄港港数について分析し，2017年の中国起

点クルーズは2015年，2016年とは傾向が異なり，韓国に

寄港してから日本に入国する割合が激減し，中国から直

接日本に入国する割合が増加していること等を示し，20

17年3月に，中国政府が国内主要旅行業者に対して韓国へ

の観光客送出禁止を通達したことが要因と考えられると

分析した． 

さらに我が国へのクルーズ船寄港回数の港湾間の偏り

や地域間の偏り，我が国全体と地域別の寄港回数の季節

変動，外国船社と日本船社の寄港回数の季節変動につい

て，ローレンツ曲線を描画し，ジニ係数を算出して定量

的に示した．具体的には，例えば港湾別の年間寄港回数

や全国の月別寄港回数はジニ係数が経年的に小さくなっ

ており，港湾別寄港回数の偏りや全国の季節変動が解消

される方向に向かっていると分析した． 

また2.2においては，我が国に寄港するクルーズの旅客
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について，海外起点クルーズの起点国・地域別入国者数

や外国人入国者数の推移，日本国内寄港港数別の入国者

数の推移等について示した．具体的には，例えば中国起

点クルーズによる入国者数が大半を占めており，その数

も経年的に増加していることを示した． 

また海外起点クルーズの平均定員・平均入国者数・平

均外国人入国者数の推移や，平均消席率の推移，クルー

ズ船の定員クラス別の平均消席率の推移等について示し

た．具体的には，例えば平均消席率は8割前後であったこ

とや，定員が4,000人～4,999人のクルーズでは9割以上と

高い平均消席率であったことを示した． 

さらに3.においてはクルーズ船寄港に伴う経済効果を

想定を置いた上で試算した．3.1においてはクルーズの寄

港港数別に消費単価を推計した．3.2においては海外起点

クルーズの寄港による経済効果として，2017年に本数の

最も多かった2,000人～2,999人クラスのクルーズ船が寄

港した際の経済効果を推計し，約9.3千万円と推計した．

さらに3.3においては2017年の年間の経済効果について，

寄港実績や寄港港数による消費額の違いも考慮の上，約

2,159億円と推計した． 

以上のとおり本分析では我が国へ寄港するクルーズ船

の寄港動向や旅客の動向を示し，経済効果を推計できた．

寄港動向ならびに旅客の動向については，精緻なデータ

の蓄積が始まったのが2015年であり，今回は3ヶ年の分析

となったが，引き続きデータを蓄積し分析を進め，中長

期の動向分析を行う予定である．経済効果の推計につい

ては，今回は想定を置いた上での試算であったが，より

精緻に推計を行うためには，旅客の消費について，旅客

の国籍やクルーズのクラス等による違いも考慮する必要

がある．しかしながら我が国へのクルーズの寄港は近年

増加したばかりであり，旅客の消費に関する調査も上記

のような分類ができるほどの蓄積は現時点では少ないが，

引き続き資料の収集ならびに分析を行い，より精緻な推

計を行うことを考えている． 

 

（2018年5月31日受付） 
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入港料など5項目全額免除 インセンティブで競争

力強化 



我が国に寄港するクルーズの需要動向とその効果に関する分析／佐々木友子・赤倉康寛・杉田徹 
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付録-A  

 
表-A.1 地域ブロック区分 

地域ブロック 該当する都道府県 
北海道地域 北海道 
東北地域 青森県，岩手県，宮城県，秋田県，山形県，福島県 
関東地域 茨城県，栃木県，群馬県，埼玉県，千葉県，東京都，神奈川県，山梨県 
北陸地域 新潟県，富山県，石川県，福井県，長野県 
中部地域 岐阜県，静岡県，愛知県，三重県 
近畿地域 滋賀県，京都府，大阪府，兵庫県，奈良県，和歌山県 
中国地域 鳥取県，島根県，岡山県，広島県，山口県(関門港に含まれる地域を除く) 

四国地域 徳島県，香川県，愛媛県，高知県 

九州地域 山口県(関門港に含まれる地域に限る)，福岡県，佐賀県，長崎県，熊本県，大分県，宮崎県，鹿

児島県 

沖縄地域 沖縄県 
注）港湾の開発，利用及び保全並びに開発保全航路に関する基本方針（2017 年 7 月 7 日告示）  の地域ブロック区分 
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